
学術研究振興費の交付による支出 � 130¶000¶000

人件費支出 � 1¶049¶843¶652

その他の業務支出 � 579¶917¶411

補助金等収入 323¶807¶072¶000

交付補助金の返還による収入 1¶794¶532¶030

貸付金の回収による収入 70¶352¶557¶710

債券の発行による収入 5¶000¶000¶000

長期借入れによる収入 29¶600¶000¶000

貸付金利息収入 10¶759¶086¶210

受配者指定寄付金の受入による収入 17¶027¶116¶263

基金運用収入 108¶157¶343

その他の業務収入 45¶857¶001
EEEEEEEEEE

小 計 � 13¶786¶459¶318

利息の受取額 3¶092¶734

法人税等の支払額 � 60¶000
EEEEEEEEEE

業務活動によるキャッシュ・フロー � 13¶783¶426¶584

Ó 投資活動によるキャッシュ・フロー
定期預金の預入による支出 � 326¶700¶000

定期預金の払戻による収入 3¶265¶000¶000

譲渡性預金の預入による支出 � 80¶250¶000¶000

譲渡性預金の払戻による収入 80¶381¶000¶000

有価証券の償還による収入 50¶000¶000

有形固定資産の取得による支出 � 23¶786¶438
EEEEEEEEEE

投資活動によるキャッシュ・フロー 3¶095¶513¶562

Ô 財務活動によるキャッシュ・フロー
助成金の交付による支出 � 100¶000¶000

長期勘定へ繰入による支出 � 100¶000¶000

政府出資金の受入による収入 12¶194¶000¶000

民間出えん金の受入による収入 5¶759¶688
EEEEEEEEEE

財務活動によるキャッシュ・フロー 11¶999¶759¶688

Õ 資金増加額 1¶311¶846¶666

Ö 資金期首残高 13¶239¶807¶312
EEEEEEEEEE

× 資金期末残高 14¶551¶653¶978
ÖÖÖÖÖÖÖÖÖÖ

利益の処分に関する書類
（単位：円）

Ò 当期未処分利益 572¶721¶796

当期総利益 572¶721¶796

Ó 利益処分額
助成金 100¶000¶000

長期勘定へ繰入 100¶000¶000

積立金 372¶721¶796
EEEEEEEE

572¶721¶796
EEEEEEEE

行政サービス実施コスト計算書
（平成24年４月１日～平成25年３月31日）

（単位：円）

Ò 業務費用
\ 損益計算書上の費用

業務費 350¶592¶947¶672

一般管理費 568¶552¶651

雑損 1¶794¶532¶030

臨時損失 2¶283¶032

法人税等 60¶000
EEEEEEEE

352¶958¶375¶385

] （控除）自己収入等
貸付金利息 � 10¶704¶984¶468

寄附金収益 � 17¶177¶358¶475

財務収益 � 2¶765¶879

雑益 � 1¶812¶402¶303

臨時利益 � 26¶514¶056
EEEEEEEE

� 29¶724¶025¶181
EEEEEEEE

業務費用合計 323¶234¶350¶204

Ó 引当外退職給付増加見積額 � 20¶570¶139

Ô 機会費用
政府出資の機会費用 527¶700¶068

EEEEEEEE 527¶700¶068

Õ （控除）法人税等及び国庫納
付額

� 1¶794¶592¶030
EEEEEEEE

Ö 行政サービス実施コスト 321¶946¶888¶103
ÖÖÖÖÖÖÖÖ
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注 記 事 項
Ò 重要な会計方針
１．減価償却の会計処理方法
有形固定資産については、定額法により行っております。
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

建 物 ３～50年
構 築 物 10～15年
車両運搬具 ６年
工具器具備品 ３～30年

２．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準
役員及び職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務の見込額を計上
しております。
数理計算上の差異及び過去勤務債務は、発生年度に一括して費用処理することとしております。
国又は地方公共団体との交流人事による出向職員であり国又は地方公共団体に復帰することが
予定されており、退職手当を支給しないことが明らかな役職員については、退職給付に係る引当
金は計上しておりません。
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、独立行政法人会
計基準第38に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しておりま
す。›
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